（様式1：参加表明書）
参　加　表　明　書
令和　　年　　月　　日
　　北海道立心身障害者総合相談所長　　様
業務名　北海道立心身障害者総合相談所身体障害者手帳交付等業務委託
標記業務の公募型プロポーザルに参加したいので、関係書類を添付して申し込みます。
　　　　　　　　　　　　（会社・事業所代表者）
　　　　　　　　　　　　　住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　会社・事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　代 表 者 氏 名                                           印  
                          Ｔ　　Ｅ　　Ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜事業者の概要＞
	住　　　　　所
　
	〒

	　会社・事業所名

	

	　代 表 者 氏 名

	

	道内事業所等の概要（＊本店が道外の場合の道内の事業所等）


	
	住　　　　　所
	〒


	
	会社・事業所名
	

	
	代 表 者 氏 名
	

	設 立 年 月 日
	
	営 業 年 数
	

	資本金額（千円）
	
	従業員数 （人）
	

	主　な　業　務

	

	担当者（連絡先）
	職・氏名
	

	
	　Ｔ Ｅ Ｌ
	

	
	　Ｆ Ａ Ｘ
	

	
	Ｅメール
	

	１　確認事項
	

	　　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の決定又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の決定を受けた。
· 該当する場合は、更生手続き開始の決定又は再生手続きの決定を受けたこと及び破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の決定を受けていないことを証する書類を添付すること。　
	該当・非該当


	２　申し出事項
	

	地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当
	有　・　無

	地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定に該当
	有　・　無

	道が行う指名競争入札に関する指名の停止
	有　・　無

	暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていないこと。
	有　・　無


	　暴力団関係事業者等でないこと。
	有　・　無

	税の滞納
	有　・　無

	　　　　ア　道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
	有　・　無

	    　　イ　本店が所在する都道府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
	有　・　無


	    　　ウ  消費税及び地方消費税
	有　・　無

	　　　次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと。（届出義務がない場合は除く。）。
	有　・　無


	      　ア　健康保険法第48条の規定による届出
	有　・　無

	      　イ　厚生年金保険法第27条の規定による届出
	有　・　無

	      　ウ　雇用保険法第７条の規定による届出
	有　・　無

	業務代行予定者

	住所
氏名


＜過去２年間の実績＞　
	最近２年間の事業実績（平成　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日）

	
	契約相手方
	業務名
	契約内容
	契約期間
	金額（千円）

	　
北　海　　道

	
	
	
	
	

	道以外の官公庁
	
	
	
	
	

	　民
間
	
	
	
	
	


　（添付書類）
　１　契約履行実績を確認できる資料（契約書又は請書等の写し　※処理要領含む）
　２　法人登記事項証明書（発行後3か月以内のもの、写し可）
　３　道税（道が賦課徴収する税）に関する納税証明書（発行後3か月以内のもの、写し可）
　　　（＊道に納税の義務のない場合、本店が所在する都府県の法人事業税の納税証明書）
４　本店が所在する都府県の事業税に滞納がないことの証明書（道税の納税義務がある場合を除く）
５　税務署が発行する消費税及び地方消費税に未納がないことの証明書
